
富山県第３期障害福祉計画（素案たたき台）の概要 

計画に定める項目 
（国基本指針に基づいて策定） 

本県計画（素案たたき台）の概要 

Ⅰ 計画の基本的理念等 
 

全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがいのない個人として尊重され、障害者等の自立と社会参加を基本とする。 

Ⅱ 平成２６年度の数値目標 

① 福祉施設の入所者の地域生活移行 

② 入院中の精神障害者の地域生活移行 

③ 福祉施設から一般就労への移行 

 

 

 

項 目 H17 
第２期 
計画値 
(H24.4) 

Ｈ２３ 
実績見込 

(H24.4) 

目標値 
Ｈ２６ 

考え方 
国 

基本指針（案） 

①地域移行 

地域移行者数 － 
306人 

(19％) 

359人 

(22％) 
 

・Ｈ17 年 10 月 1 日現在の入所者（1,620 人）に対する、地域移行者の数 

※各入所施設の定員削減見込みを基に積算 

３割以上 

現行(1割以上(～H23)) 

入所者削減数 － 
232人 

(14％) 

178人 

(11％) 
 

・上記地域移行者（  人）から、新規入所者（  人）を差し引いた人数 

※新規入所者：特別支援学校卒業生の施設入所等を勘案 

１割以上 

現行(7%以上(～H23)) 

②入院中の
精神障害者 

１年未満入院者
の平均退院率 

－ － －  
・Ｈ20 年 6 月 30 日時点（69.7％）を基準とし、平成 27 年 6 月 30 日時点

における平均退院率 ※精神科病院に対し実施した調査結果を基に積算 
７％相当分増加 

５年以上かつ 65 歳

以上の退院者数 
－ － －  

・Ｈ23 年 6 月（9 人/月）を基準とし、平成 27 年 6 月時点における退院者数 

※精神科病院に対し実施した調査結果を基に積算 
20％増加 

③一般就労 
一般就労移行者数 

(年間) 

27 人 
 

117人 
(4.3倍) 

74人 
(2.5倍) 

 
・Ｈ17 年度の一般就労移行者（27 人）の 4 倍以上を目標 

 （福祉施設を退所し、一般就労する者の数） 

４倍以上 
現行(4倍以上) 

Ⅲ 指定障害福祉サービスの見込量等 

（Ｈ２４～Ｈ２６年度） 

サービス見込量 

(１か月当たりの利用者数) 

 

 

 

 

 

 

 

サービス確保の方策 

①地域移行の推進       ・住まいの場  ：「グループホーム」、「ケアホーム」の設置促進 
・日中活動の場 ：「富山型」事業所、生活介護･訓練等の事業所など活動拠点の整備促進 
・相談支援の場 ：地域自立支援協議会を中心とした、相談支援体制の強化 

②就労支援の強化       ・工賃向上支援計画の推進や、国（労働局、職業センター）との連携強化 
③市町村に対する支援体制の強化・各種研修等による人材育成 

Ⅳ 入所施設の必要定員総数 

（Ｈ２４～２６年度） 

 

 Ｈ１７  
第２期計画値 

(H24.4) 

増減 
(H23-H17) 

Ｈ２３ 
実績見込 

(H24.4) 
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

増減 
(H26-H17) 

定員 1,692 人  1,404 人 
△288 人 

(△17.0％) 
1,459人     

（参考） 
入所者 

1,620 人  1,388 人 
△232 人 

(△14.3％) 
1,442 人     

 

【考え方】 

・定員は、入所者削減目標（△  人、△ ％）を基に設定。 

・定員の削減に対応し、地域における居住の場であるグルー

プホーム等の基盤整備を促進。 

 

注）入所者削減数には県外施設利用者を含み、必要入所定員

総数は県外からの利用者を含む県内施設の定員を定める。 

Ⅴ 障害福祉サービス等に従事する者の確保
又は資質の向上のために講ずる措置 

・サービス提供に係る人材の研修（サービス管理責任者研修、相談支援従事者養成研修 等） 
・指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価や障害者に対する虐待の防止 

Ⅵ 地域生活支援事業の実施に関する事項 ・障害者就業・生活支援センター、富山県発達障害者支援センター、富山県高次脳機能障害支援センターなどの広域的、専門的な相談支援の充実 ほか 

Ⅶ 計画の達成状況の点検及び評価 ・県障害者施策推進協議会に報告し点検・評価を受け、その内容についてホームページで公表 

Ⅷ 障害児支援のための計画的な基盤整備 ・児童福祉法の一部改正に伴う障害児施設・事業の一元化 
  

資料１ 

・ 福祉施設や医療機関からの地域
移行の進展とともに、障害者が身近
な地域で選択し利用できる居住系
（グループホーム・ケアホーム）や
訪問系、日中活動系の在宅サービス
の増加が見込まれる。 

・ 相談支援サービスについては、
H24 年 4月からの制度改正に伴い、
原則として３年間で計画的に全て
の障害福祉サービスの利用者を対
象とするため、大幅な増加が見込ま
れる。 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 伸び率 Ｈ２３ 進捗率 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 伸び率
A B Ｂ／Ａ C C／B

390 393 431 413 479 531 123.2% 652 81.4% 0.0%
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

3,089 3,404 3,647 3,858 4,077 4,099 112.4% 4,299 95.3% 0.0%
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

269 331 368 426 468 529 143.8% 670 79.0% 0.0%
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

14 25 34 48 52 61 179.4% 172 35.5% 0.0%
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

居住系サービス
（グループホーム、ケアホーム）

相談支援サービス
（計画相談支援、地域相談支援）

第１期計画(実績) 第２期計画(実績)　H23は実績見込み 第３期計画

訪問系サービス
(ホームヘルプ等)

第２期
計画値

日中活動系サービス
（生活介護、自立訓練、就労継続等）

 


